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平成 13 年 3 月期 個別財務諸表の概要      平成 13 年 5 月 21 日 

       

上  場  会  社  名       アイホン株式会社  上場取引所 東・名第一部

コード番号       6718     本社所在都道府県 

問合せ先   責任者役職名 常務取締役管理本部長    愛知県 

        氏     名              青  木  弘  雄 TEL (052) 682 - 6191   

決算取締役会開催日  平成 13 年 5 月 21 日  中間配当制度の有無  有   

定時株主総会開催日  平成 13 年 6 月 28 日      

        
１. 13 年 3 月期の業績（平成 12 年 4 月 1 日 ～ 平成 13 年 3 月 31 日）  

(1)経営成績     (注)百万円未満切捨

  売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

13 年 3 月期 26,327 7.4 3,098 △ 0.9 3,100 2.5 

12 年 3 月期 24,512 △ 1.6 3,126 △ 3.6 3,023 △ 5.5 

        

   当 期 純 利 益
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益 

株 主 資 本
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

  百万円 ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 

13 年 3 月期 1,727   1.5 83.88 - 5.8 8.8 11.8 

12 年 3 月期 1,702 △ 0.9 82.67 - 6.0 9.1 12.3 

(注)①期中平均株式数 13 年 3 月期    20,598,844 株          12 年 3 月期    20,592,000 株  

   ②会計処理の方法の変更        無     

   ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率  

       
(2)配当状況       

  １株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本 

    中間 期末 (年間) 
配当性向  

配当率 
  円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

13 年 3 月期 15.00 7.50 7.50 309 17.9 1.0 

12 年 3 月期 15.00 5.00 10.00 308 18.1 1.1 

       
(3)財政状態       

  総  資  産 株  主  資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

    百万円  百万円   ％   円  銭 

13 年 3 月期 35,782  30,647 85.7 1,482.42

12 年 3 月期 34,362  29,222 85.0 1,419.14

（注）期末発行済株式数 13 年 3 月期    20,674,128 株   12 年 3 月期    20,592,000 株  

       
２. 14 年 3 月期の業績予想（平成 13 年 4 月 1 日  ～  平成 14 年 3 月 31 日 ） 

  １株当たり年間配当金 

  
売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末   
  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中間期 12,300 1,150 660 7.50 － － 

通  期 27,300 3,400 1,950 － 7.50 15.00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             94 円  32 銭   
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14.個別財務諸表等 

(1) 貸借対照表 
(単位 百万円) 

当    期 前    期 

(平成13年３月31日現在) (平成12年３月31日現在)  

増 減 額 

(△印減) 
期    別   

  科  目 
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 

[ 資 産 の 部 ]  %  %  

Ⅰ 流 動 資 産 24,082 67.3 23,559 68.6 523 

現 金 及 び 預 金 8,375  8,730  △ 354 

受 取 手 形 4,823  4,756  66 

売 掛 金 3,997  4,084  △ 87 

有 価 証 券 2,274  2,230  43 

自 己 株 式 0  0  △ 0 

製 品 1,713  1,518  195 

原 材 料 1,429  1,178  251 

仕 掛 品 941  731  209 

前 渡 金 10  ―  10 

前 払 費 用 12  35  △ 23 

繰 延 税 金 資 産 418  295  122 

そ の 他 の 流 動 資 産 109  44  65 

貸 倒 引 当 金 △ 23  △   48  24 

      

Ⅱ 固 定 資 産 11,700 32.7 10,803 31.4 896 

1. 有 形 固 定 資 産 6,538 18.3 6,626 19.3 △ 87 

建 物 及 び 付 属 設 備 2,087  2,185  △ 97 

構 築 物 18  21  △ 3 

機 械 及 び 装 置 143  169  △ 26 

車 両 運 搬 具 15  9  5 

工 具 器 具 備 品 445  428  16 

土 地 3,816  3,793  22 

建 設 仮 勘 定 12  17  △ 4 

2. 無 形 固 定 資 産 66 0.2 85 0.2 △ 18 

ソ フ ト ウ エ ア 43  62  △ 19 

電 話 加 入 権 23  23  0 

3. 投資その他の資産 5,095 14.2 4,091 11.9 1,003 

投 資 有 価 証 券 2,526  2,320  205 

関 係 会 社 株 式 1,369  613  756 

破 産 ・ 更 生 債 権 等 97  90  7 

長 期 前 払 費 用 20  8  11 

繰 延 税 金 資 産 345  289  55 

敷 金 及 び 保 証 金 230  209  20 

そ の 他 の 投 資 等 606  611  △ 4 

貸 倒 引 当 金 △ 101  △   51  △ 49 

      

資 産 合 計 35,782 100.0 34,362 100.0 1,419 
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(単位 百万円) 

当    期 前    期 

(平成13年３月31日現在) (平成12年３月31日現在)  

増減額 

(△印減) 
期    別   

  科  目 
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 

[ 負 債 の 部 ]  %  %  

Ⅰ 流 動 負 債 3,906 10.9 3,870 11.3 35 

買 掛 金 769  786  △ 16 

未 払 金 709  697  12 

未 払 費 用 189  184  5 

未 払 法 人 税 等 1,271  1,210  61 

未 払 消 費 税 等 64  123  △ 58 

前 受 金 0  1  △ 1 

預 り 金 23  25  △ 1 

賞 与 引 当 金 853  821  32 

そ の 他 の 流 動 負 債 24  22  1 

      

Ⅱ 固 定 負 債 1,228 3.4 1,269 3.7 △ 40 

退 職 給 与 引 当 金 ―  429  △429 

退 職 給 付 引 当 金 373  ―  373 

役員退職慰労金引当金 487  520  △ 32 

預 り 保 証 金 366  319  47 

      

負 債 合 計 5,134 14.3 5,139 15.0 △ 4 

[ 資 本 の 部 ]      

Ⅰ 資 本 金 5,388 15.1 5,398 15.7 △ 10 

Ⅱ 資 本 準 備 金 5,383 15.1 5,379 15.7 3 

Ⅲ 利 益 準 備 金 362 1.0 319 0.9 43 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金 19,513 54.5 18,125 52.7 1,388 

圧 縮 記 帳 準 備 金 25  27  △ 1 

研 究 開 発 積 立 金 1,180  1,080  100 

配 当 積 立 金 590  540  50 

別 途 積 立 金 8,900  8,600  300 

当 期 未 処 分 利 益 8,818 24.6 7,877 22.9 940 

資 本 合 計 30,647 85.7 29,222 85.0 1,424 

負 債 及 び 資 本 合 計 35,782 100.0 34,362 100.0 1,419 
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(2) 損益計算書 
(単位 百万円) 

当     期 
自 平成12年4月１日 
至 平成13年3月31日 

前     期 
自 平成11年4月１日 
至 平成12年3月31日 

増 減 額 
(△印減) 

期  別 
 
科   目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 
  ％   ％   
Ⅰ 売 上 高 26,327 100.0 24,512 100.0 1,814 
Ⅱ 売 上 原 価 15,397 58.5 14,152 57.7 1,245 
1. 期 首 製 品 た な 卸 高 1,518  1,736  △   218 
2. 当 期 製 品 製 造 原 価 15,308  13,721  1,587 
3. 工 事 仕 入 高 284  213  71 
4. 期 末 製 品 た な 卸 高 1,713  1,518  195 
売 上 総 利 益 10,930 41.5 10,360 42.3 569 
Ⅲ 販売費及び一般管理 費 7,831 29.7 7,234 29.5 597 
1. 販 売 促 進 費 740  685  55 
2. 運 賃 ・ 梱 包 費 353  328  25 
3. 貸 倒 引 当 金 繰 入 19  0  19 
4. 給 与 手 当 2,672  2,619  53 
5. 賞 与 引 当 金 繰 入 572  551  21 
6. 退 職 給 与 引 当 金 繰 入 ―  11  △    11 
7. 退 職 給 付 費 用 78  ―  78 
8. 役員退職慰労金引当金繰入 32  24  8 
9. 福 利 厚 生 費 464  600  △   135 
10. 地 代 家 賃 及 び 使 用 料 462  477  △    15 
11. 公 租 公 課 74  81  △     6 
12. 消 耗 ・ 修 繕 費 1,109  620  489 
13. 研 究 開 発 費 159  186  △    27 
14. 教 育 研 修 費 87  70  16 
15. 減 価 償 却 費 127  146  △    18 
16. そ の 他 875  829  46 
営 業 利 益 3,098 11.8 3,126 12.8 △    27 
Ⅳ 営 業 外 収 益 179 0.7 235 0.9 △    55 
1. 受 取 利 息 18  11   6 
2. 有 価 証 券 利 息 6  1   4 
3. 受 取 配 当 金 69  61   8 
4. 有 価 証 券 売 却 益 ―  0   △     0 
5. 寮 ・ 社 宅 家 賃 収 入 18  12   6 
6. 受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ 49  61   △    12 
7. 受 託 開 発 収 入 ―  49   △    49 
8. そ の 他 17  36   △    19 
Ⅴ 営 業 外 費 用 177 0.7 337 1.4 △   160 
1. 支払利息及び手形売却損 10  9   0 
2. 売 上 割 引 142  126   15 
3. 有 価 証 券 評 価 損 ―  113   △   113 
4. 有 価 証 券 売 却 損 0  21   △    21 
5. 受 託 開 発 費 用 ―  48   △    48 
6. そ の 他 24  18   6 
経 常 利 益 3,100 11.8 3,023 12.3 76 
Ⅵ 特 別 利 益 15 0.1 1 0.0 14 
1. 固 定 資 産 売 却 益 0  ―  0 
2. 保 険 積 立 金 戻 入 益 15  1   13 
Ⅶ 特 別 損 失 103 0.4 37 0.1 65 
1. 固 定 資 産 除 却 損 9  19   △     9 
2. 固 定 資 産 売 却 損 0  ―   0 
3. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 78  ―  78 
4. 会 員 権 評 価 損 7  18   △    10 
5. 貸 倒 引 当 金 繰 入 6  ―   6 
税 引 前 当 期 純 利 益 3,013 11.5 2,988 12.2 25 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,464  1,453  11 
法 人 税 等 調 整 額 △   178  △   167  △    11 
当 期 純 利 益 1,727 6.6 1,702 6.9 25 
前 期 繰 越 利 益 7,168  5,851   1,317 
合 併 に よ る 未 処 分 利 益 繰 入 91  ―  91 
過 年 度 税 効 果 調 整 額 ―  417   △   417 
税効果会計適用に伴う圧縮記帳準備金取崩高 ―  19   △    19 
中 間 配 当 額 154  102   51 
中 間 配 当 に 伴 う 利 益 準 備 金 積 立 額 15  10   5 
当 期 未 処 分 利 益 8,818  7,877   940 
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 (3) 利益処分計算書 
（単位  百万円） 

当      期 

自 平成12年4月１日 

至 平成13年3月31日 

前      期 

自 平成11年4月１日 

至 平成12年3月31日  

増 減 額 

(△印減) 

期      別 

 

科      目 
金 額 金 額 金 額 

    

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 8,818 7,877 940 

Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 高    

圧縮記帳準備金取崩高 1 1 △     0 

合        計 8,819 7,879 940 

    

Ⅲ 利 益 処 分 額    

1. 利 益 準 備 金 17 23 △     5 

2. 配 当 金 155 205 △    50 

3. 役員賞与金(取締役) 23 31 △     8 

4. 任 意 積 立 金    

研 究 開 発 積 立 金 100 100 ― 

配 当 積 立 金 50 50 ― 

別 途 積 立 金 300 300 ― 

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益 8,173 7,168 1,005 

 

 

 

１株当たり配当金の内訳 

平成 13 年３月期 平成 12 年３月期 
 

年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 

普 通 株 式 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

普 通 配 当 15  00 7  50 7  50 10 00 5 00 5 00 

記 念 配 当 ―  ―  ―  5 00 ―  5 00 
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(4) 重要な会計方針 
１．資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式    ……移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの   ……移動平均法に基づく原価法 

時価のないもの   ……移動平均法に基づく原価法 

なお、債券のうち「取得価額」と「債券金額」との差額の性格が金利の調整と認め

られるものについては、移動平均法に基づく償却原価法（定額法）により原価を算定

しております。 

自己株式    ……移動平均法に基づく原価法 

（追加情報） 

自己株式については、当期より「自己株式の会計処理及び表示」（会計制度委員会報告

第２号 最終改正平成 12 年 3 月 31 日）が公表されており、当該取扱に基づき移動平均

法による低価法（洗替え方式）から移動平均法による原価法に変更しております。 

この変更に伴う影響は軽微なものであります。 

(2) たな卸資産 

製品、原材料、仕掛品   ……先入先出法に基づく原価法 

補助材料    ……最終仕入原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産    ……定率法 

(2) 無形固定資産               ……製品組込みソフトウエアは見込み販売数

量に基づく償却法、その他の無形固定資

産は定額法 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、翌期の賞与支給見込額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、発生年度に全額一括費用処理しております。 

(4) 役員退職慰労金引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、次の基準により計上しております。 

残 高 基 準   ……内規に基づく期末要支給額 

取 崩 基 準   ……前期末要支給額 

繰 入 基 準   ……残高基準に達する迄の額 

 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 
 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．消費税等の会計処理 

会計処理は税抜方式によっております。 
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［ 追 加 情 報 ］ 
１．退職給付会計 
当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業
会計審議会 平成 10 年 6 月 16 日)）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によっ
た場合に比べて、退職給付費用が１０９百万円少なく、経常利益および税引前当期純利益はそ
れぞれ８５百万円多く計上されております。 
なお、従来の退職給与引当金は、退職給付引当金として表示しております。 

２．金融商品会計 
当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業
会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日)）を適用し、有価証券の評価基準および評価方法ならびに貸
倒引当金の計上基準について変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に
比べ、経常利益は１３７百万円、税引前当期純利益は４０百万円それぞれ多く計上されており
ます。 
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれている１
年以内に満期の到来する有価証券は流動資産として、それら以外は投資有価証券として表示し
ております。 
なお、当期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行ってお
りません。平成12 年大蔵省令第８号附則第４項によるその他有価証券に係る貸借対照表計上額
等は次のとおりであります。 

貸借対照表計上額    ３，６９９百万円 
時価      ３，７０１百万円 
評価差額金相当額        １百万円 
繰延税金負債相当額        １百万円 

３．外貨建取引等会計処理基準 
当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意
見書」（企業会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用しております。 
 
 

［ 注 記 事 項 ］                               （当 期）        （前 期） 
(貸借対照表関係) 
１．関係会社に対する資産及び負債                                                              
    売 掛 金            １４３百万円       １４２百万円 
        買 掛 金            １１８百万円        ９０百万円 
 
２．有形固定資産の減価償却累計額       ６，１２９百万円     ５，７６１百万円 
 
３．受取手形割引高および裏書譲渡高 
        受 取 手 形 割 引 高                         ４百万円                  ５百万円 
      受取手形裏書譲渡高                 １，２０４百万円         １，１８０百万円 
 
４．会社が発行する株式の総数      ５０，０００，０００株  ４３，０００，０００株 
  発行済株式の総数         ２０，６７４，１２８株  ２０，５９２，０００株 
 
５．期末日満期手形の処理 

当期末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま
す。期末日満期手形は、次のとおりであります。 
受 取 手 形            ３３９百万円         ― 
裏 書 手 形            １１１百万円         ― 

 
(損益計算書関係) 
１．関係会社との取引高 
        受取ロイヤリティ                         ５４百万円               ６１百万円 
        受 取 配 当 金                     ２６百万円             ２８百万円 
 
２．一般管理販売費および当期総製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 
    一 般 管 理 販 売 費            １５９百万円       １８６百万円 
    当 期 総 製 造 費 用          １，３６６百万円     １，１９８百万円 
        計               １，５２５百万円     １，３８４百万円 
 



－   － 27

（当 期）       （前 期） 
３．固定資産除却損の内訳 
    建物及び附属設備              ２百万円                ０百万円 
    構 築 物              ―                   ０百万円 
    機 械 及 び 装 置              ２百万円             ４百万円 
    工 具 器 具 備 品              ４百万円               １４百万円 
        計                   ９百万円        １９百万円 
 
 
15.リース取引 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（当 期）       （前 期） 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
     取 得 価 額 相 当 額                        工具器具備品      ５０３百万円           ５４１百万円 
                    ソフトウエア    １２２百万円         １２７百万円 
                    合 計                 ６２５百万円          ６６８百万円 
 
     減価償却累計額相当額     工具器具備品   ３３１百万円           ３０４百万円 
                    ソフトウエア    ７４百万円            ６８百万円 
                    合 計                ４０６百万円           ３７３百万円 
 
     期 末 残 高 相 当 額                        工具器具備品    １７１百万円           ２３６百万円 
                   ソフトウエア    ４７百万円            ５８百万円 
                   合 計               ２１９百万円           ２９４百万円 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

    一 年 内                                 １０３百万円      １２４百万円 

    一 年 超                                          １１５百万円            １７０百万円 

    合 計                                          ２１９百万円            ２９４百万円 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

        支 払 リ ー ス 料                                           １３１百万円             １３３百万円 

        減 価 償 却 費 相 当 額                                          １３１百万円             １３３百万円 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 

16.有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係） 

 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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17.税効果会計 

 (1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な内訳 

（流動資産）    

・繰延税金資産    

賞 与 引 当 金 限 度 超 過 額  １９５百万円  

た な 卸 資 産  １４百万円  

未 払 事 業 税  １０４百万円  

減 価 償 却 費  ８７百万円  

そ の 他  １７百万円  

繰 延 税 金 資 産  合 計  ４１９百万円  

・繰延税金負債    

圧 縮 記 帳 準 備 金  △  １百万円  

繰 延 税 金 負 債  合 計  △  １百万円  

・ 繰 延 税 金 資 産 の 純 額  ４１８百万円  

    

（固定資産）    

・繰延税金資産    

退職給付引当金限度超過額  １３百万円  

役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金  ２０４百万円  

貸 倒 引 当 金 限 度 超 過 額  １３百万円  

減 価 償 却 費  ６６百万円  

有 価 証 券 評 価 損  ４９百万円  

そ の 他  １２百万円  

繰 延 税 金 資 産  合 計  ３６１百万円  

・繰延税金負債    

圧 縮 記 帳 準 備 金  △ １５百万円  

そ の 他  △  ０百万円  

繰 延 税 金 負 債  合 計  △ １６百万円  

・ 繰 延 税 金 資 産 の 純 額  ３４５百万円  

 
(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の

内訳 
 
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異はありません。 
 
 

18.役員の異動 

 

該当事項はありません。 


